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研究背景

★中国の対外投資増加

★国資企業改革促進、民営企業
増加

・国資企業（工業部門）は再編・統合に
より95年の11.8万人から02年には3
分の１へ減少（国家統計局「中国統
計年報」）

・民営企業は95年23万社が00年には
90万社、12年には840万社へ増加

★中国企業の不正取引企業の
増加

・深セン証券取引所上場企業1578社
（6/28/2013)のうち不正取引企業として
深せん証券取引所のHPに公開され
ている企業は755社

⇒企業統治が問題視
⇒特に独立取締役の役割が
注目

出所：「「対外直接投資統計年報」『中国商
務部』等より作成。2005年以前、2008年以

降の金融業データー除く

出所：「深せん証券取引所」HPより作成
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仮説設定

★中国民営企業の監査役、及び監査役会と独立
取締役の役割は、監査・監督機能などにおいて
重複しており、ともに形式的なものでしかない。

★中国民営企業の独立取締役は、国有経済の構
造調整領域における国有経済撤退分野に近い
分野のほうが独立性が高く、監査・監督機能が
強化されており、逆に国有経済支配分野のほう
が形式的で独立性が低い。
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１ 独立取締役と監査役の役割の重複（議論）

中国の監査役は日本を、独立取締役は米国を参考にと
りいれた制度で、ともに監査機関と位置付けられている（徐
浩「中国上場会社の監査役と独立取締役について」『国際商事法務Vol.40,No7（２０１２）』

上場企業には監査役と独立取締役が併存しているが、
権限の重複から選択制、監査役の廃止、独立取締役を
業務監査に監査役を会計監査に特化するという併存、
分業論がある（徐浩（２０１２）「中国上場会社の監査役と独立取締役について」『国際商事法務Vol.40、No７』）

選択論は監査役と独立取締役は同質のものと主張、日
本を参考に、選択する自由を与えるべき（劉俊海(2003）「我国公司法移植独

立董事制度的思考」『制法論壇』No3）

監査役廃止論は権限を強化しても役割は期待できない
ため米国流のガバナンスにすべき（趙旭東が2010年3月11日付の法制日報の取材で回

答）

併存論は監査役と独立取締役とは性質上異なり、権限
をうまく調整できれば、効果的な監査が期待できる（李健偉

(2004）「論我国上場公司監事会制度完善」『法学』NO2）

独立取締役の監督事項は全て監査役の監督事項に含
まれて、権限も同じである（羅礼平（2009）「監事会与独立董事」『比較法研究』NO3）
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１－１監査役制度の経緯
1903年 「欽定大清商律」（「商人通例」「公司

律79条」）
株主総会、取締役会、監査役、株主総会
で2名以上の会計監査人選任

1909年 公司律 会計監査

1946年
1950年

1930年の会社法改正
会社関連立法「私営企業暫定条例」

株式会社のみ。会計監査と適性法監査
有限・株式・株式合資会社に監査役設置

1992年 「深せん株式会社条例115条・100
条」「海南経済特区株式会社条例
102条・115条」国務院「株式会社規
範意見59条・65条」

業務執行の監督（監査役会の監査・会長
による取締役会決議の実施状況の監督
・従業員代表参加の規定設置）

1993年 会社法
第8次人大・常委会第5

・統一会社法採択（会社の内部機関として
設置）
・会計監査、適法性監査が権限に

2005年 会社法改正 監査役制度の強化（従業員監査役人数を
全体の3分の１以上・臨時株主総会招集請
求権・監査費用の会社負担・取締役会で
の意見陳述権）

2006年 中華全国総工会・従業員取締役・監
査役制度を推進することに関する意
見」

従業員代表大会で選任、取締役会、監査
役会で決議に参与する権利を行使、監査
機能を発揮する制度

2008年 企業内部統制基本規範 会計監査・業務監査 妥当性監査（上場）
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１－２ 監査役制度の権限と構成
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１１４条1項2号 監査機関として取締役会会長と監査役会の２つを規定する

114条2項 監査役会は株主代表と一定比率の従業員代表から構成、従業員代表比率は会
社定款によって定められる

１24条2項 株主代表の監査役は株主総会で選任・解任される
従業員代表の監査役は従業員投票で選任される

1２６条 監査役会は会社の財務の監査・取締役、支配人による業務執行の監査

１２６条１項２号 監査役会の権限は取締役・支配人による業務執行際の法律・法規・定款違反行
為に対する監督

１２４条３項 資格の制限なし。取締役・支配人・財務責任者及び国家公務員との兼任禁止の
み規定（子会社の兼任可）

５４条３項 監査役・監査役会は、取締役及び高級管理職の行為が会社の利益を損なうとき
取締役・高級管理職に是正を求めることができる

５４条２項 監査役・監査役会は、法律・行政法規・会社定款又は株主総会の決議に違反す
る取締役・高級管理職の解任を提案できる

55条１項 監査役は取締役会に出席し、決議事項に対する質問・提案を行うことができる（出
席権・提案権だけ監査役個人の行使が認められる）

54条4項 監査役・監査役会は、臨時株主総会の招集提案ができ、取締役が法に定めた株
主総会招集及び職責を行使しない場合は 自ら株主総会を招集できる



１－２ 監査役制度の権限と構成
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152条 取締役・管理職が業務遂行で法律・行政法規、定款に違反し、損害賠償
を負う場合、株主は監査役・監査役会に提訴できる。その場合、監査役は
会社を代表して取締役等を提訴できる。

＜従業員代表監査役＞

52条・１１８
条・68条・71
条

株式会社は監査役会を設置、構成員は3名を下回ってはいけない。
監査役は、構成員の3分の１以上が従業員代表でなければならない

150条 監査役が職務執行際に法律・定款等に違反した場合、賠償責任を負う

119条 会社の財務の検査
取締役・上級管理職の職務執行の監督
法律・定款等に違反する取締役の罷免の提案
利益に損害を与える取締役と上級管理職に対する是正の要求
臨時株主総会招集の提案、取締役が株主総会会議の招集、職責を怠っ
た場合の株主総会会議の招集等



１－３ 監査役の実態

①上場企業における監査役人数の平均は4人、法定設置
人数の3人を上回っているが3人以下で規約違反の企業
もある（合議制機関で、監査役会で監査役は単独で行
使できず多数決で決議、同数がでないように奇数人数を
設定）
②監査役の学歴は学士が58％、短大が47％、短大以下
が23％で、修士13%、博士1%で、独立取締役より学歴
が低い。
③会計士は11.89％、エンジニア26.57%
③党の書記長が27.4%、労働組合主席が8.22%、紀律検
査委員会書記長が10.96

出所：①②③は方新「中国における監査役制度と運用状況」、謝東（2007）、鐘良・石水平（2006）

独立性・専門知識が低く、監査・監督の役割は不可
能
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１－４ 監査役制度の問題点
支配株主（＝いわゆる政府）、又は会社内部より選任さ
れるため利害関係により適切な監督が困難

株主代表監査役の資格に規定がない

公務員が監査役を兼任禁止（旧会社法）⇒削除、公務
員法５３条では公務員が民営企業の兼任禁止

独任制でなく、賠償責任保険制度整備されておらず、取
締役との連帯責任がない

従業員代表監査役は、従業員組合の主席、副主席は
従業員監査役の候補でなくてはならい

従業員代表監査役は上下構造問題の利害関係より監
査が困難

独立性の高い社外監査役導入企業は１割以下

国資独資企業の監査役は国有資産監督管理委員会が
選任（会社法７１条、８２条） 10



１－５ 独立取締役制度導入の推移

１９９７年 証券監督管理委員会「上場企業定款ガイドライン」
必要に応じて独立取締役設置

１９９９年 海外上場会社「規範運営及び改革進化に関する意見」
取締役の過半数、２人以上の設置義務。会社の情報提供義務

２０００年 「国有大型・中型企業に現代企業制度を確立し、ガバナンスの強
化のための基本的な規範」
株主に独立し、従業員でない選任

「上場会社企業統治ガイドライン」２人以上、取締役の２割（兼任は
３割）の設置

２００１年
定款改定

「上場企業における独立取締役設置の指導意見」、２人以上、３分
の１以上の義務付け

２００２年 「上場企業における企業統治準則」専門委員長は独立取締役が担
当。会計士１人。

２００４年 「流通株主の利益保護の強化に関する若干の規定」会計事務所の
任免、監査機構の招聘
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１－６ 独立取締役の権限と実態

重大な関連取引に対する審査権は取締役会に提出する前に独
立取締役の許可が必要

会計事務所の任免案を提出

取締役会、臨時株主総会の開催案提出

株主総会前、公開的に株主投票権の収集

取締役の指名・任免、取締役などの報酬、総額300万元以上、純
資産5％以上の負債等の資金の流れ、債権の回収、少数株主の
権益侵害などへの独立的な意見を求められている。

独立取締役の手当金は取締役会後、株主総会で決定
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１－６ 独立取締役の権限と実態
・学歴は経済学・技術系の博士修士取得者が全体の４割と高学歴

・会計士資格保有者は１割

・政府組織所属者が多い

「独立取締役の主な役割は、取締役と経営者への監督」（上海
上場企業の独立取締役の10.57%、深せん市場上場企業の独
立取締役の8.5３%）
独立取締役の主な役割は「専門知識の指導」と回答（上海市
場上場企業の独立取締役の１４．３８％、深せん市場上場企業
の独立取締役の１３．０６％）。（上海証券取引所ＨＰ：上海证券交易所联合研究计划
第20 期课题「上市公司独立董事 角色定位、职责与责任」（2010）

上海証券取引所に上場している企業が独立取締役に、企業の
決定に対して、反対意見を申し立てられたのは上海取引所公
開年報企業総数の3.01％だけ（07年 李）

・「指名権に大株主の影響がある」46％。「反対票を投じたこと
がない」65％。「反対なのに1回くらいは賛成した」100％。（古川順
一・容和平・陳藹芳「中国企業の企業統治」04）

実態では監督・監督機能は１割・独立性に欠ける （劉新「中国上場企業のおける企業統治システムの研究」桜
美林大学院博士学位論文p58）
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１－６ 独立取締役の権限と実態

独立取締役を選任するとき最も重視していることは,

①「財務・会計の専門知識」が上海98.8%、深せん99.46%。

②「経営・法律等の制度に関する専門知識」が上海80%、深せん
約80%。

・専門知識以外で最も選任時に重視することは

①「独立取締役の名誉や評判」が上海86.1%、深せん86%

②「人脈・社会とのつながり」が上海68%、深せん57.76％）
（上海証券取引所ＨＰ：上海证券交易所联合研究计划第20 期课题「上市公司独立董事 角色定位、

职责与责任」（2010） 2010年、上海市場上場企業818社、深せん市場上場企業３７４社対象）

企業はイメージアップ・経営アドバイザーのため選任



１－７ 独立取締役制度の問題点

独立取締役の兼任が多く、情報非対称により十分な監
査できない

独立取締役の出席率は50％（3回欠席で退任は守られ
ていない）

独立取締役の自らの辞任増加（責任・ペナルティ負担・
名誉）

指名権は発行済み株式の１％以上所有株主にあるが、
大株主＝政府のため人事権は政府にあり独立性にかけ
る。

独立取締役の65％が高級官僚、23％副高級官僚と政
府の関与が大きい
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１－８ 独立取締役（監査委員会）と監査役（会）の権限と役割

＜監査委員会＞ ＜独立取締役＞ ＜監査役会＞

会計監査制度の監督 会計事務所の任免提案 会計監査

会計情報、公開審査 独自に外部監査機関 異常察知後、外部監査機
関依頼

社内外会計監査部の
意思疎通業務

重大な関連取引の事前審査権
（承認後、取締役会審議事項
へ・仲介機関での財務顧問報告
依頼）

取締役役員に対する監督

内部統制制度監督 重大事項（取締役・高級管理職
の選任・解雇、報酬、株主、関
連企業との取引の措置）独立意
見の発表

臨時株主総会開催提案 臨時株主総会開催提案

株主総会前投票権収集 取締経営者への提訴

２００５年全人代大法律委員会「会社法正草案修正状況に関する報告」監査役会と独立
取締役制度に有効な監督機能発揮させるため整備しなければならない
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１－９ 独立取締役制度の先行研究
袁萍など
（06）

実証分析から独立取締役制度は企業の業績促進作用が明らかという結
果

于东智
（03）

上場企業の独立取締役の設置は企業の業績を上げることはできず、逆に
制限作用がある。

武立東等
（０７）

民営上場企業の取締役における独立取締役の比率が高くなるほど究極の
所有者の横領行為が抑制される

王躍堂
（03）

上場企業の独立取締役の設置は企業の情報の信頼性を高める。

彭有桂
（06）

上場企業の独立取締役の割合と情報開示の質は関連性がないという結
果がでた。

申富平等
(07)

上場企業の独立取締役の指名と選任は主に大株主や総経理の意向が反
映。大多数の首席執行官は独立取締役選任に対して影響を与えたい。

叶康涛等
（11）

上場企業が危機状態のときは、独立取締役は監督機能を発揮できるが
多くの場合、独立取締役は管理者たちの行為に対して疑うことができない。

唐雪松等
（10）

独立取締役が独立的な意見をいうことで監督として誇りに思う動機よりも資
格・利益喪失することのほうが怖い



２ 民営企業5分野の監査委員会における監査・監
督機能

・5分野は「国有経済の構造調整」の国有経済強化⇒撤退
⇒一般競争分野、銀行・農業・果汁・製薬・製造のＢ株
上場民営企業31社（国資4社）、各社の直近の年報と1
年前の年報から独立取締役のプロフィール、政府所属
者の増加率等を分析し、取引所公開情報等で再確認。

・監査委員会での独立取締役の監査・監督機能

・監査委員会での会計士資格の独立取締役の割合

・専門委員会における独立取締役の一任・役割・影響力

・取締役における独立取締役の割合、政府所属者の影響

・専門委員会等への取締役の影響

・専門委員会での政府の関与

・取締役・独立取締役の政府所属の割合・増減

・非執行役員による専門委員会構成、政府所属の割合

18
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国有経済の処遇 分類基準 業種例 所有制形式

国 国家、社会の安全にかかわる業 国防軍事工業、航空工業 国有独資公司

有 絶対的な支配 種、自然独占業種、公共財及び 社会公共安全設備、電子情

経 地位を保持す サービスを提供する業種、ハイ 報、郵便通信、マスコミ新

済 べきの領域 テク産業の重要中核企業、国民 聞、造幣、＜金融＞たばこ

が 経済の命脈に関係する業種等

支 支配地位を保 国家の支配なしでは公共サービ 電力、鉄道運輸と航空運輸 国有持株絶対

配 持すべきだ スの提供、社会安定に影響し、 科学研究と総合技術サービ 支配公司

す が、非国有資 投資の規模が一般に比較的に大 ス、公共設備サービス、水

べ 本の参入可能 きく、建設の周期も比較的に長 利管理と地質探査、衛生体

き 能な領域 く非国有経済が参入しがたい分野 育と社会サービス、教育、

業 芸術＜農産品＞等

種 国有経済の支 長期的な発展に対し有意義であ 情報産業、電子及び通信設 国有持株絶対

配を一層強化 るが、国有経済の発展水準が不 備製造業、新エネルギー産 支配公司

しなければならない 十分であり、国有経済の一定の 業＜医薬製造＞交通運輸電 寡頭独占及び

領域 支配力を保持し、かつ、その他 信、専用設備製造、軽紡工 競争独占

の社会資本の投入を誘導すべき 業用設備製造、基礎科学研

である分野 究と総合技術サービス等

国有経済が撤退 企業の規模は小さいが、発展の 加工業、絹製品業、小型用 国家株式参加

すべき業種と領域 可能性が高く、技術力が低くて 品製造業、ラジオテレビ設 公司、株式合

もよい分野。労働集約型業種、競 備修理等、＜食品製造＞及び加 作、混合所有

争激化産業、民営で効率、競争力を 工業、繊維品製造業等、小 制

高める必要のある分野 売業、飲食、旅行サービス

国有経済の参入 一般的な競争の分野 化学原料＜製品製造業＞、農 国家株式参加

撤退が自由な業 林漁業に関する製品製造、 公司、株式合

種と領域 電子製品製造業、交通運輸 作、混合所有

設備製造業、建築、非義務出所：肖鳳桐（2003）『国有企業改革調整与発展』経済科学出版社pp131 139

国有経済の構造調整



２－１
5分野の民営企業における独立取締役の監査・監
督機能の分析結果

企業名 農業
医薬
品

果汁
製造
業

銀行

独立取締役数 3.2 3.3 3.5 3.1 5.8

独立取締役の会計士数 0.5 0.5 0.3 0.6 0.2 

監査委員会 独立取締役数 2.8 3.3 3.5 2.3 3.5 

監査委員会 会計士数 0.8 0.5 0.3 0.3 0.2 

監査委員会 政府所属独立取締役
数

1.5 0.5 1.5 0.0 1.0 

監査委員会 取締役数 0.0 0.0 0.0 0.0 3.3

監査委員会 政府所属取締役数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 

報酬委員会 独立取締役数 2.0 3.3 1.8 2.3 0.0 

報酬委員会 政府所属独立取締役
数

1.3 0.5 0.5 0.0 0.0 

報酬委員会 取締役数 0.8 0.5 0.3 0.7 0.3 

報酬委員会 政府所属取締役数 0.3 0.3 0.0 0.3 0.0 

指名委員会 独立取締役数 0.8 2.0 1.5 1.0 3.7 

指名委員会 政府所属独立取締役
数

0.8 0.5 0.3 0.0 2.3 

指名委員会 取締役数 0.3 0.8 0.3 1.3 0.5 

指名委員会 政府所属取締役数 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 20



２－１－１ 銀行分野の監査委員会における独立取締役の監査・監督機
能

21

銀行名 CITIC 浦
発

民
生

交通
（国）

中国
（国）

建設
（国）

企業における独立取締役数 5 7 6 6 6 5

企業における独立取締役の会計士数 1 ０ ０ ０ ０ ０

監査委員会における独立取締役数 ４ / / ３ / /

監査委員会における独立取締役の会計士数 1 ０ ０ ０ ０ ０

監査委員会における政府所属独立取締役数 ０ / / ２ / /

監査委員会における取締役数 ０ / ９ １ / /

監査委員会における政府所属取締役数 ０ / １ １ / /

報酬委員会における独立取締役数 ０ / / / / /

報酬委員会における政府所属独立取締役数 ０ / / / / /

報酬委員会における取締役数 ０ / １ ０ / /

報酬委員会における政府所属取締役数 0 / ０ ０ / /

指名委員会における独立取締役数 ３ / ６ ２ / /

指名委員会における政府所属独立取締役数 ０ / ５ ２ / /

指名委員会における取締役数 ０ / １ / / /

指名委員会における政府所属取締役数 0 / ０ / / /

各社年報より作成



２－１－１ 銀行分野の民営企業の特徴
（絶対的支配地域保持領域・分野）
会計士である独立取締役は3分の１行のみ存在する。他分野より各
行の独立取締役数が5-7人と多いが非執行役員数も多い。

監査委員会に会計士の独立取締役は３分の１行のみ存在。

監査委員会に政府所属の独立取締役は3分の１、1人存在。

監査委員会に政府所属の取締役は3分の１行、１人存在。

取締役の専門委員会構成は監査委員会には3分の１行9人、報酬
委員会には3分の１行１人、指名委員会は3分の１行１人

取締役は、国資銀行出身者や他の民営銀行出身者、銀監会出身
と政協委員9分の2と政府所属が多い。

独立取締役は、過去、現在含め政府所属者が6分の５も存在する
のが3分の１行存在する。

非執行役員NonExecutiveDirectorの割合が取締役より多く、監査
委員会、専門委員会の構成員である。非執行役員は政府所属者
ではない。

中国・建設・交通（国資）は、非執行役員onExecutiveDirectorのほ
とんどが政府所属者である。

＜非執行役員が構成員・政府の関与強い・会計士少ない・監査委員
の取締役の影響＞ 22
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農業食品関連企業/企業名 超
大

亜洲
中
華
緑
色
連
発
雛
鷹

袁隆 華英
新希
望

黒龍
（国）

企業における独立取締役数 4 4 1 3 3 4 4 3    3 3

企業における独立取締役の会計士数 1 1 1 0 1 1 0 0 0 0
監査委員会における独立取締役数 4 3 1 3 / / / / / /

監査委員会における独立取締役の会計士数 1 1 1 0 / / / / / /

監査委員会における政府所属独立取締役数 1 2 0 3 / / / / / /

監査委員会における取締役数 0 0 0 0 / / / / / /
監査委員会における政府所属取締役数 0 0 0 0 / / / / / /
報酬委員会における独立取締役数 4 1 0 3 / / / / / /

報酬委員会における政府所属独立取締役数 1 1 0 3 / / / / / /

報酬委員会における取締役数 1 1 0 1 / / / / / /
報酬委員会における政府所属取締役数 0 1 0 0 / / / / / /
指名委員会における独立取締役数 0 0 0 3 / / / / / /

指名委員会における政府所属独立取締役数 0 0 0 3 / / / / / /

指名委員会における取締役数 0 0 0 1 / / / / / /

指名委員会における政府所属取締役数 0 0 0 0 / / / / / /

機能

各社年報より作成



農業食品関連分野の民営企業の特徴
（支配地位を保持すべきだが非国有資本参入しがたい領域）

会計士資格者である独立取締役が存在しない企業が5社、5
割も存在している。

監査委員会に会計士の独立取締役は４分の3社。

監査委員会には政府所属の独立取締役は4分の3、各社1人
から3人存在している。

監査委員会には取締役は存在しない。

政府所属の独立取締役による専門委員会構成員は4分の3
社。

政府所属の取締役は専門委員会、報酬委員会に4分の1社、
指名委員会に4分の1社、それぞれ1人ずつ存在。

取締役の専門委員会構成は、報酬委員会には4分の3社で3
人、指名委員会には4分の1社で1人存在する。

非執行役員Non Executive Directorは各社2人から3人、いず
れも政府所属者ではない。

＜政府の関与・取締役の関与＞ 24
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製薬業/企業名 WIN 銘源 四杯 天大

企業 おける独立取締役数に 4 3 3 3
企業における独立取締役の会計士数 0 1 0 1
監査委員会における独立取締役数 4 3 3 3
監査委員会における独立取締役の会計士数 0 1 0 1
監査委員会における独立取締役の政府所属
者数 ０ １ １ ０

監査委員会における取締役数 / 0 0 0
監査委員会における政府所属取締役数 / 0 0 0
報酬委員会における独立取締役数 4 3 3 3
報酬委員会における政府所属独立取締役数 0 1 1 0
報酬委員会における取締役数 / 0 1 1
報酬委員会における政府所属取締役数 / 0 1 0
指名委員会における独立取締役数 ０ 3 3 ２
指名委員会における政府所属独立取締役数 ０ 1 1 ０
指名委員会における取締役数 / 1 1 1
指名委員会における政府所属取締役数 / 0 0 0

製薬業分野の監査委員会における独立取締役の監査・
監督機能

出所：各社年報より作成



２－１－１ 製薬業分野の民営企業の特徴
（国有経済の支配を一層強化しなければならない分野）

会計士資格保有者の独立取締役がいない企業は2分の
１社、監査委員会には会計士資格者は全社

政府所属の独立取締役は監査委員会に2分の１社、各
社１人

政府所属の独立取締役による専門員会構成は報酬・指
名委員会に各2分の１社、各１人存在する。

取締役が専門委員会に構成されている割合は、報酬委
員会が2分の１社、指名委員会は4分の3社存在する。
監査委員会には取締役は存在しない。

政府所属の取締役の委員会構成員は、報酬委員会に4
分の1社、1人

非執行役員Non Executive Directorは各社2人から3人
だが、政府所属ではない

＜取締役の関与・政府の関与＞

26
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果汁分野/企業名 海昇 煙台 源 天溢

企業における独立取締役数 3 4 4 3

企業における独立取締役の会計士数 ０ 0 0 1

監査委員会における独立取締役数 ３ 4 4 3

監査委員会における独立取締役の会計士数 ０ 0 0 1

監査委員会における独立取締役の政府所属者数 ２ 2 2 0

監査委員会における取締役数 / / / 0

監査委員会における政府所属取締役数 / / / 0

報酬委員会における独立取締役数 3 0 2 2

報酬委員会における政府所属独立取締役数 2 0 0 0

報酬委員会における取締役数 / / / 1

報酬委員会における政府所属取締役数 / / / 0

指名委員会における独立取締役数 0 2 2 2

指名委員会における政府所属独立取締役数 0 1 0 0

指名委員会における取締役数 / / / 1

指名委員会における政府所属取締役数 / / / 0

２－１－１ 果汁分野の監査委員会における監査・監督
機能

出所：各社年報より作成



２－１－２ 果汁分野の民営企業の特徴
（国有経済が撤退すべき分野）

独立取締役で会計士資格保有者の存在しない企業は4分の
3社

監査委員会に会計士資格保有者の独立取締役が存在する
のは4分の1社のみ

監査委員会に政府所属の独立取締役が存在するのは4分の
3社存在する。

報酬・指名委員会に政府所属の独立取締役はそれぞれ4分
の1社、各1社存在する。

政府所属の取締役による専門委員会の構成員は存在しない

取締役による監査・指名・報酬委員会の構成員は存在しない。

非執行役員Non Executive Directorは各社1人から３人だが、
専門委員会構成員ではない

＜会計士少ない・政府の関与＞
28
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製造業/企業名 創 海信
T
C
L
ハ 康佳 無 合肥

企業における独立取締役数 ３ ３ 4 ３ ３ ３ ３

企業における独立取締役の会計士数 ０ １ 1 １ １ ０ ０
監査委員会における独立取締役数 ３ / 1 ３ / / /
監査委員会における独立取締役の会計士数 ０ / 0 １ / / /
監査委員会における政府所属独立取締役数 ０ / 0 ０ / / /
監査委員会における取締役数 0 / 0 ０ / / /
監査委員会における政府所属取締役数 ０ / ０ ０ / / /
報酬委員会における独立取締役数 ３ / 1 ３ / / /
報酬委員会における政府所属独立取締役数 ０ / 0 ０ / / /
報酬委員会における取締役数 1 / 0 1 / / /
報酬委員会における政府所属取締役数 １ / 0 0 / / /
指名委員会における独立取締役数 ３ / 0 ０ / / /
指名委員会における政府所属独立取締役数 ０ / 0 ０ / / /
指名委員会における取締役数 １ / 2 1 / / /
指名委員会における政府所属取締役数 0 / 2 0 / / /

２－１－３ 製造業分野の監査委員会における監査・監
督機能

出所：各社年報により作成



２－１－３ 製造業分野の民営企業の特徴
（国有経済が撤退すべき分野）

会計士である独立取締役が存在しない企業は7分の3社。

監査委員会には会計士である独立取締役は4分の１社。

（TCLの会計士資格保有者の独立取締役は監査委員会に所属
せず、指名委員会に所属）

専門委員会の取締役の構成員は、報酬委員会に3分の２、指
名委員会に3分の3社、各1人～2人。監査委員会には存在し
ない。

政府所属の取締役の専門委員会の構成は、指名・報酬委員
会が各3分の1社、各１人存在する。

政府所属の独立取締役の専門委員会構成は、指名委員会
に4分の１社、1人存在する。

非執行役員Non Executive Directorはいずれも3人だが、政
府組織所属者ではない。

＜会計士少ない・政府の関与・取締役の関与＞ 30



２－２ 分野・領域別における民営企業の独立取締
役の監査・監督機能

企業における会計士の独立取締役の割合は農業食品関連・
製薬業が2分の１社、製造業が7分の４社だが、果汁が4分の
１社で銀行は6分の１社。（規定下回る＝果汁・銀行）

監査委員会に会計士の独立取締役は果汁・製造が4分の1
社、銀行が3分の１社、製薬が2分の１社、農業食品関連が4
分の３社。

政府所属独立取締役の監査委員会の割合は、製造業・銀行
はなしだが、製薬業が2分の１社、農業食品関連・果汁が4分
の３社。

監査委員会における取締役の割合は銀行が3分の１社だが、
その他は監査委員会に取締役は存在しない。

専門委員会における取締役の割合は、果汁はなし、製造業は
3分の２．５社だが、銀行は3分の１社、農業食品関連は2分の
１社、製薬業は4分の２．５社。（独立取締役に一任せず）

＜監査・監督機能は国有撤退分野に近づくほうがより形式的で
支配分野のほうが機能強化＞ 31



仮説の論証

①中国民営企業の監査役・監査役会と独立取締役の役
割は、重複・類似点が多く、ともに形式的なものでしかな
い。

②国有経済撤退分野に近い民営企業の独立取締役のほ
うが、政府の関与は低く独立性は高い。

②しかし、国有経済撤退分野の民営企業の監査・監督機
能は、国有経済支配一層強化分野の民営企業より形式
的である。

②国有経済撤退分野の民営企業は、専門委員会におい
て独立取締役に一任しておらず、取締役・企業家の影響
を大きく受けている。究極の所有者による実質支配の影
響という企業統治における現代の民営企業が抱える問
題点が明らかに。 32



今後の研究課題

●理論的分析をまとめながら分野別、不祥事企
業と独立取締役の関連性の分析

●５分野における企業統治構造と独立取締役の
関連性の分析

●独立（社外）取締役と監査役（会）の日中の比
較分析

●先進国における監査役（会）と中国の監査役
（会）の比較分析

●企業と独立取締役（日中）のヒアリング実施結
果分析 33
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